
This paper extended the seismic force reduction factor Ds evaluation method previously proposed by the authors to double-layered domes supported by 

multistory substructures. The evaluation procedure is carefully formulated based on Japanese Building Code. Furthermore, the extended evaluation method was 

strictly validated by using a series of nonlinear response history analyses (NLRHAs) of a massive amount of double-layered domes supported by multistory 

substructures. Finally, static analyses with an equivalent seismic load with the proposed Ds were compared to the NLRHAs. 
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1．序

日本では，軒高さ 60m 以下のラチスシェル屋根構造は，保有水平

耐力計算法に基づく耐震構造(主架構の強度や靭性に期待して建築

物の倒壊を避けることに特化した構造)として設計することが少な

くない 1), 2)。同設計法では，静的解析を用いて，稀な地震に対する 1

次設計(許容応力度設計)と極稀な地震に対する 2 次設計(終局耐力と

崩壊系の確認)の 2 段階で構造物の耐震安全性を検証する。しかし，

この静的解析に適用する等価静的地震荷重(Ai 分布)は，重層構造物

の水平地震応答を包絡するせん断力分布として定義されており，水

平方向の入力に対して上下鉛直方向にも振動するラチスシェル屋根

は原則適用範囲外にある。そこでシェル・空間構造の研究領域では，

ラチスシェル屋根専用の等価静的地震荷重 3)~ 26)が精力的に検討され，

その一部はラチスシェル屋根構造設計指針 27)にまとめられ，部材を

弾性に留める 1 次設計では Ai 分布の代用として実用化段階にある。 

また，部材の塑性化を認める 2 次設計では，鉛直荷重を支持する

ラチスシェル屋根が局所または全体が崩壊する可能性 28), 29)を考慮

し，(a)極稀な地震荷重に対しても屋根部材を弾性に留める，(b)屋根

部応答を終局未満に収める，選択肢が提案されている。(a)では，そ

のまま極稀な地震荷重に対して屋根部材を弾性設計することが現実

的でないため，加藤・小西ら 15)，竹内・小河ら 16)が支持架構のエネ

ルギー吸収を考慮して等価静的地震荷重を直接評価する手法を提案

し，(b)では，中澤ら 17)~20)の靭性指標や熊谷ら 21)~23)の許容変形角な

ど屋根部の終局状態を判断する設計クライテリアが提案されている。 

このようにラチスシェル屋根構造の 2 次設計の手法も幅広く提案

されている一方で，保有水平耐力計算法との互換性を考慮した提案

は未だ少ない。これに対して筆者らは，(a)について実務設計者が地

震荷重の低減効果を構造特性係数 Ds として認識している点に着目

し，荷重分布形状の設定法 3)~25)と独立して，屋根部材 2 次設計用の

Ds値の簡易評価法の確立を試みている。特に前報 30)では，ラチスド

ームを対象に広範な数値解析から支持架構の耐震構造種別が Ds 値

に与える影響を統計化し，屋根部応答が励起される場合には支持架

構による地震荷重の低減効果が抑制されることを明らかにし，最後

に笠井の等価一自由度系の理論 31)を拡張する形式で屋根部応答の励

起を考慮した Ds値の評価法を提案し，提案手法が解析結果を良好な

精度で安全側評価することを確認した。ただし，提案手法の適用対

象は一層支持架構に限定されており，保有水平耐力計算法の範囲で

多層支持架構の Ds値を評価する手続きは未だ確立されていない。 

そこで本研究は，前報 30)の提案評価法を多層支持架構に適用拡大

する。まず，2 章では数値解析概要を述べる。次の 3 章では多層支

持架構による屋根部応答の励起を考慮した Ds 値評価法を提案する。

この提案では，笠井の理論 31)を適用する等価一自由度系の代表高さ

と復元力特性に対象構造物の軒高さとベーシア-軒高さ変位関係を

そのまま適用し，保有水平耐力計算法で利用される情報だけで計算

が完結する手続き仕様とした。続く 4 章では各種のパラメータが提

案評価法の精度に与える影響を詳細に分析する。最後の 5 章では提

案する Ds値を乗じた等価静的地震荷重の適用性を検証する。 
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2．数値解析概要 

2.1 想定建物と検討パラメータ 

 Fig.1 に数値解析概要を，Table 1 に各種諸元を示す。Fig.1(a)~(c)に

示すように，想定建物は筆者らの既往研究 13)で使用実績のある鉄骨

造の多層支持架構付きラチスドームである。本研究では，保有水平

耐力計算法に基づく耐震構造として設計された同建物の各種諸元

が，3 章にて提案する屋根部材 2 次設計用の構造特性係数 Ds値評価

法の適用性に与える影響を広範に分析する。なお，この前提の下，

支持架構の各層には剛床仮定が成立すると仮定する。 

 Fig.1(d)に示すように，検討パラメータは①屋根部応答の励起の有

無，②屋根スパン L=60~150m，③支持架構層数 n=3~15，④支持架構

降伏時のベースシア係数 Cy=0.3~0.6，⑤変形集中が無い場合の支持

架構降伏時の軒高さ変形角 θy =1/750, 1/150rad.，⑥支持架構降伏時

の 2 次剛性比 p，⑦支持架構の弱層の有無(弱層無し，1 層弱層，中

層弱層)とする。Table 1 に示すように，支持架構の各層質量 mi は既

往研究 13)の標準的な値を採用し，各層階高 Hi は軒高さ Hs≦60m と

なるよう支持架構層数 n に応じて 5m または 4m で一定とする。

Fig.1(a)(c)に示すように屋根部は前報 30)と同一架構であり，半開

角 30°，固定荷重 2.0kN/m2，部材はデプススパン比 1/50 と等価な

面外曲げ剛性を有する断面とする。なお，1 層弱層は出口などの開

口部による弱層を想定しており，中層弱層はスタンドが上中下に分

かれる施設でスタンドの境界層が弱層になる場合を想定している。 

 なお，本検討の降伏時の軒高さ変形角 θy と二次剛性比 p は，(a)ピ

ン接合柱梁骨組に座屈拘束ブレース(BRB)を配置して BRBに水平剛

性と靭性の全てを負担させる海外で主流の BRB 付き骨組(BRBF，

θy=1/750rad.，p=0.01, 0.05)，(b)剛接合柱骨組に BRB を配置して地震

時に柱梁主架構を弾性に留めることを期待する日本の BRB 付き骨

組(SMRF+BRB，θy=1/750rad.，p=0.20, 0.50)，(c)純ラーメン骨組(SMRF，

θy=1/150rad.，p=0.01, 0.05)，(d)耐震間柱等を併用した純ラーメン骨

組(SMRF’，θy =1/150.，p=0.20, 0.50)の耐震構造種別を意図している。 

2.2 数値解析モデルの作成方法 

 Fig.1(e)(f)に数値解析モデルの概要を示す。Fig.1(e)に示すように，

本研究では，屋根部を弾性梁要素の立体骨組または剛な質点に，支

持架構を Bilinear 型復元力特性を有する弾塑性せん断バネにモデル

化する。両者は屋根立体モデル(Fig.1(e1)，励起有り)，屋根剛体モデ

ル(Fig.1(e2)，励起無し)と区別して呼称し，支持架構による屋根部応

答の励起の有無が Ds値評価法の適用性に与える影響を分析する。な

お，屋根剛体モデルは屋根重量の差異を除き一般の重層建物のせん

断型質点系モデルと同様である。 

 支持架構各層の弾塑性バネは Fig.1(f)の概要と以下の規則に従っ

てモデル化する。まず，各層降伏せん断力 Vyi は Ai 分布に基づくベ

ースシア係数 Cy の設計用せん断力より決定する。次に各層降伏層間

変形角 θyi は変形集中の有無に応じて式(1)より決定する。最後に各

層剛性 ki は同様に式(2)より決定する。また，変形集中が有る場合の

軒高さの降伏変形角 θy
’は式(3)で決定される。Fig.1(f)に示すように，

変形集中が全く無い場合(Regular)では，θyi は各層一定かつ剛性分布

も Ai 分布と一致し，変形集中がある場合では，その層のみ θyi と ki

が変動する。なお，各層 2 次剛性比は全て代表値 p で統一する。 
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ここに αは変形集中度であり，1.0(集中無し)，1.5，3.0 を検討する。

この変形集中度は θy=1/150rad.のモデルで 1/100rad. (α=1.5)，1/50rad. 

(α=3.0)となる値として設定している。 

 なお，Fig.1(f)に示すように，弱層が無い場合の各層質量 mi は
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Table 1 の値で一定とし，弱層が有る場合の各層質量 mi は，既往研

究 13)を参考に，無い場合と全層質量和 Σmi が等価かつ全層を 3 分割

して上層から下層に向かって 3 段階で均等に漸増する値とする。 

2.3 入力地震動特性と数値解析手法 

 Fig. 2 に入力地震動の加速度応答スペクトルを示す。同図の赤色

縦線は屋根部の逆対称一波振動モード O1 の固有周期，赤色または

青色塗りつぶしは支持架構の一次固有周期 T1 の範囲を示している。

本研究では，前報 30)から引き続き建設省告示第 1457 号の第 2 種地

盤の設計用スペクトル 32)に位相適合した告示波 3 波を用いる。この

告示波の加速度スペクトルピーク値は 1.0g であり，保有水平耐力計

算法の極稀な地震荷重と同等である。以後は断りなき限り，告示波 3

波の平均応答値を評価値と比較分析する。 

 数値解析手法 33)は実固有値解析，応答スペクトル解析，時刻歴応

答解析を用いる。実固有値解析は屋根剛体・屋根立体モデルの固有

振動特性の評価に用いる。応答スペクトル解析は屋根立体モデルの

弾性時地震応答特性を分析するために用いる。応答スペクトル解析

のモード重合は完全二次結合法(CQC)を用い，採用モード数は降順

の有効質量比和が 90%以上とする。時刻歴応答解析(NLRHA)は屋根

剛体・屋根立体モデルの弾塑性地震応答の評価に用いる。NLRHA で

は，増分変位の計算は Newmark β法(β=1/4)を用い，屋根立体モデル

の屋根部は幾何剛性と座標移動による大変形を考慮する。この屋根

部は前報 30)と同一であり，弾性応答時の CQC 法の評価精度は確認

済み 30)である。動的解析時の比例減衰行列は初期の剛性・質量行列

に基づく Rayleigh 型とし，1 次と 2 次の減衰比を 2%とする。 

 

3．多層支持架構による屋根部応答の励起を考慮した Ds値評価法 

 Fig.3 に多層支持架構による屋根部応答の励起を考慮した Ds 値評

価法の概要を示す。耐震構造物を等価一自由度系にモデル化して地

震応答を評価する手法の中では，一般に Freeman35)の Capacity 

Spectrum Method が著名であり，米国の FEMA 44036)やユーロ圏の N2

法 37)，日本の限界耐力計算法 34)などガイドライン化や基準化が進め

られている手法が既に複数存在する。ただし，これらの手法は，等

価高さ Heqに有効質量 Meqの質点を有する等価一自由度系(Fig.3(c)左

側)をモデル化し，荷重変形関係を性能曲線(Capacity spectrum)に変換

し，加速度-変位応答スペクトル図上で視覚的に応答評価する手続き

となっている。つまり，これらの手法を Ds値評価に適用することは，

保有水平耐力計算法に従っている実務設計者に本来無用な関連情報

を用意させることになり実用上不便と考えられる。そこで 3 章では，

等価一自由度系の代表高さと復元力特性に対象構造物の軒高さと静

的増分解析から得られるベーシア-軒高さ変位関係をそのまま適用

し，その他も屋根部応答の励起の部分以外は保有水平耐力計算法で

利用される情報だけで Ds値を直接評価できる手法を提案する。 

3.1 構造特性係数 Dsの定義 

 構造特性係数 Dsとは，構造物の塑性変形や減衰性により，弾性応

答時の最大水平地震力(≒ベースシア)を低減させる係数として構造

技術基準同解説書 34)により定義されている。本研究では，この定義

に従い数値解析と提案評価法の Ds 値は弾性応答時に対する弾塑性

応答時のベースシアの比として算出する。 

3.2 Ds値評価法の提案 

 具体的な計算手順を解説する。初めに対象構造物(Fig.3(a))を屋根

部を剛な質点とした多自由度系(Rigid roof MDOF，Fig.2(e2)と同等)

にモデル化し(Fig.3(b))，次にこの多自由度系をベースシア-軒高さ変

位関係が等価な弾塑性一自由度系に縮約し(Fig.3(c)右側)，さらに多

層支持架構による屋根部応答の励起を考慮した等価弾塑性一自由度

系に変換し(Fig.3(d)(e))，続いて弾性応答時の応答スペクトル値と復

元力特性に従って等価弾塑性一自由度系(Fig.3(e))を等価な周期 Teq，

減衰比 ξeq を有する弾性一自由度系に収斂的に変換し(Fig.3(f))，最後

に収斂計算後の等価弾性一自由度系の諸元より Ds 値と支持架構軒

高さの水平変位に対応した塑性率 μを評価する(Fig. 3(g))。主要な部

分を抽出した詳細な手順は以下の通りである。 

(1) 等価弾塑性一自由度系の弾性時周期(支持架構周期)を計算する。 
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    ※逆三角形分布 (6) 

ここに Ks=(mallCyg)/(Hsθy)は支持架構の代表水平剛性，M=Meq/βst は等

価高さ Heq に有効質量 Meq=βst
2γmall を有する等価一自由度系(Fig.3(c)

左側)とベースシアが一致する軒高さ Hs の質量，βst は屋根部を剛な

質点とした場合(Fig.3(b))の刺激係数，γは広義質量を屋根部+支持架

構の総質量 mall で除した広義質量比，Cy と θy は支持架構降伏時のベ

ースシア係数と軒高さ変形角，g は重力加速度，i は下から数えた層

番号，{ui}と ui は固有ベクトルと i 層の固有ベクトル成分，[mi]は各

層質量の対角行列である。Fig.3(b)に示すように，式(5)と式(6)の mn

には屋根部の質量 mR を含むことに注意されたい。γmall は広義質量，

βst
2γは有効質量比に対応し，支持架構が 1 層のとき βst と γは 1.0 と

なり式(4)は前報 30)の T0 に帰着する。この周期 T1 と初期減衰比 ξ0 よ

り設計用スペクトルから等価弾塑性一自由度系の弾性時の加速度応

答スペクトル値 SA0 と変位応答スペクトル値 SD0 が決定される。 

(2) 屋根部応答の励起を反映する刺激係数 βeq を計算する。30) 
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ここに RT は屋根部 O1 モードに対する支持架構周期比，RM は屋根部

質量 mR に対する架構全体の質量比である。 
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(3) 等価弾性一自由度系の代表諸元を収斂計算する。31) 
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ここに Tc は加速度と速度スペクトルの一定領域の境界周期である。

収斂計算は μ，Teq，ξeq を入れ替えながら式(9)~式(11)を順番に約 20 回

繰返し計算し，1 回目の式(9)では Teq と ξeq に T1 と ξ0 を代入する。 

(4)最終的な等価弾性一自由度系の代表諸元から Ds値を評価する。31) 
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 (12) 

 刺激係数等の計算には固有ベクトル{ui}が必要となる。日本国

外 36), 37)では，{ui}に固有値解析結果を適用することが一般的である

が，3 章冒頭で述べたように，これは保有水平耐力計算法に従って

いる実務設計者に本来無用な固有値解析を要求することになり非現

実的である。また，限界耐力計算法 34)では，{ui}に Bi 分布の適用を

認めているが，4 章で述べるように，高次モードの影響を含む Bi 分

布を適用した場合の評価精度は却って悪化する。そこで提案手法で

は，同様に 4 章での比較検討に基づき，式(5)と式(6)に示すように，

層番号 i と層数 n だけで計算できる最も簡便な逆三角形分布(軒高さ

で 1.0 となる)を仮定の固有ベクトルに採用することとした。 

 なお，計画初期段階で分かる情報(層数，階高，床面積から概算さ

れる各層質量)があれば，提案手法を用いて屋根部の 2 次設計上望ま

しい Ds 値を満たす支持架構の設計目標値(降伏ベースシア係数 Cy，

軒高さ変形角 θy，二次剛性比 p)の見当をつけることも可能である。 

4．提案評価法の適用性検証 

 本章では，仮定の固有ベクトル{ui}，支持架構の層数 n，降伏時ベ

ースシア係数 Cy，同軒高さ変形角 θy，弱層の有無，屋根スパン L，

屋根部応答の励起の有無が，提案評価法の精度に与える影響を詳細

に分析し，その適用範囲を明らかにする。具体的には，屋根部応答

の影響が無い屋根剛体モデルを用いて提案評価法の基本的な誤差精

度を明らかにし，次に屋根立体モデルを用いて屋根部応答の励起が

誤差精度の悪化に与える影響を段階的に確認する。なお，屋根部応

答の励起が無い範囲の検証では，屋根スパン L の影響は微小である

ことを確認しており，論文内では L=60m を代表例として議論する。 

4.1 簡易評価に用いるべき仮定の固有ベクトル(屋根剛体モデル) 

 後述するように，固有振動特性値と Ds値，代表塑性率 μの簡易評

価では，仮定と正解の固有ベクトルの乖離が主要な誤差要因となる

ため，まず，屋根部応答の励起が無い場合(屋根剛体モデル)を例に評

価に用いるべき仮定の固有ベクトルを議論する。Fig.4 に軒高さ

で 1.0 になるよう正規化した 1 次モード固有ベクトルの比較を支持

架構の層数と剛性分布で整理して示す。同図の白丸マーカーは固有

値解析結果，赤丸マーカーは逆三角形分布，青丸マーカーは Bi 分布

(層に対して計算される Ai 分布を質点に換算して計算できる 34))の

固有ベクトルに対応する。同図は実例 1)の多い 3~7 層を例示してい

るが，定性的には他の層数も同様であることを確認している。 

 Fig.4(a)に示すように，支持架構の剛性分布に目立った弱層がない

場合では，逆三角形分布の固有ベクトルは解析結果と良好な精度で

一致する。一方，Bi 分布は上層に向かって固有値解析結果と乖離す

Exact B
iProposal

Fig. 4 Comparisons of normalized 1st mode shapes (rigid roof model, L=60m, Cy=0.3, θy=1/750rad.) 
(d) Soft middle story (×3.0) (e) Soft 1st story (×3.0) 

(b) Soft middle story (×1.5) (c) Soft 1st story (×1.5) 

(a) Regular stiffness distribution 

3-story 5-story 7-story 

3-story 5-story 7-story 

3-story 5-story 7-story 

3-story 5-story 7-story 

3-story 5-story 7-story 
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る。これは Bi 分布が正確には固有ベクトルではなく，各モードの重

合応答の外力分布であり，高次モードによる頂部の鞭振り現象を模

擬するよう定義されている 34)ためである。以上の理由から，固有値

解析を用いない簡易評価の範囲では，1 次の振動モードを単純化し

た逆三角形分布を仮定の固有ベクトルに用いるべきと判断する。 

 Fig.4(b)~(e)に示すように，支持架構の剛性分布に弱層がある場合

では，その層に変形集中が起こるため，逆三角形分布と正解の固有

ベクトルに誤差が当然生じる。Fig.4(b)(c)と Fig.4 (d)(e)の比較に示す

ように，この誤差は変形集中度に比例して増大するものの，次節で

後述するように，約 1.5 倍の変形集中度であれば弱層の位置に拠ら

ず概ね無視できる範囲にある。また，Fig.4(b)(d)と Fig.(c)(e)の比較に

示すように，この変形集中度による誤差は 1 層に弱層がある場合の

方が大きくなる傾向にある。 

4.2 固有振動特性値の評価精度(屋根剛体モデル)  

 次に屋根部応答の励起が無い場合を対象に，各種パラメータが Ds

値の算出に用いる固有振動特性値(刺激係数 βst，広義質量比 γ，固有

周期 T1)の評価精度に与える影響を分析する。Fig.5 に支持架構に弱

層がない場合の固有振動特性値の評価値と解析値の比較を層数で整

理して示す。同図の白丸マーカーは解析値，赤丸マーカーと青丸マ

ーカーは逆三角形分布または Bi 分布の固有ベクトルを用いた評価

値である。Fig.5(a)~(d)の比較に示すように，逆三角形分布の固有ベ

クトルで評価した固有振動特性値は，支持架構の層数 n や降伏時ベ

ースシア係数 Cy，同軒高さ変形角 θy に関係なく解析値と良好に対応

する。これに対して Bi 分布の固有ベクトルは，層数 n が多いほど高

次モードによる頂部の鞭振り現象がより反映されるため，固有振動

特性値の評価値は解析値との乖離が大きくなる。刺激係数 βst，広義

質量比 γの顕著な誤差に対して固有周期は最大 15%の過小評価とな

るが，式(4)に示すように，これは平方根によって両者の誤差の影響

が緩和されるためである。これらの結果は，保有水平耐力計算法が

対象とする軒高さ範囲(60m 以下，本検討では最大 15 層)における逆

三角形分布を仮定した固有ベクトルの妥当性を示唆している。 

 Fig.6 と Fig.7 に支持架構の中層と 1 層に弱層がある場合の固有振

動特性値の評価値と解析値の比較を層数と弱層の変形集中度で整理

して示す。同図の白抜きマーカーは解析値，赤抜きマーカーは逆三

角形分布の固有ベクトルを用いた評価値である。4.1 節の Fig.4 で述

べたように，支持架構の剛性分布に弱層がある場合では，逆三角形

分布と正解の固有ベクトルに乖離が生じるため，結果的に固有振動

特性の評価値と解析値の誤差も増大する。Fig.6 と Fig.7 の比較に示

すように，この誤差は変形集中度に比例し，中層より 1 層に弱層が

ある場合の方が増大する傾向にあり，最も誤差が大きくなる 1 層

に 3.0 倍の変形集中が生じる場合では，刺激係数 βst は約 10%過大評

価，広義質量比 γ は約 30%過小評価(n=3)，固有周期 T1 は約 12%過

小評価となる。ただし，約 1.5 倍の変形集中度であれば，刺激係数

βst，広義質量比 γ，固有周期T1の評価誤差は弱層の位置に関係なく5%

以下に納まる。一方，降伏時ベースシア係数 Cy，同軒高さ変形角 θy

が誤差精度に与える影響は微小である。 

4.3 Ds値と軒高さ塑性率μの評価精度(屋根剛体モデル)   

 続いて屋根部応答の励起が無い場合を対象に，仮定した逆三角形
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Fig. 5 Comparisons of 1st mode characteristic values (rigid roof model, L=60m, regular stiffness distribution) 
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βst 

βst 

βst 

βst 

γ 

γ 

γ 

γ 

T1(s) 

T1(s) 

T1(s) 

T1(s) 

T1-Error (%) 

T1-Error (%) 

T1-Error (%) 

T1-Error (%) 

βst 

βst 

βst 

βst 

γ T1(s) T1-Error (%) 

γ T1(s) T1-Error (%) 

γ T1(s) T1-Error (%) 

γ T1(s) T1-Error (%) 

— 881 —



 
 

分布の固有ベクトルと固有振動特性値の誤差が Ds 値と軒高さ塑性

率 μの評価精度に与える影響を分析する。Fig.8 に支持架構に弱層が

ない場合の Ds 値と軒高さ塑性率 μ の評価精度の比較を層数で整理

して示す。Fig.8(a)に示すように，Ds評価値は，層数に比例して誤差

が安全側に増大するもの，実例 1)の多い 3~7 層で約 10%，15 層で

約 20%の誤差範囲となる。一方，Fig.8(b)に示すように，軒高さ塑性

率 μ の評価誤差は，層数に関係なく 20%を超えて危険側となった。

この傾向は一層支持架構を対象とした前報 30)の結果と同様であり，

したがって，この危険側誤差の要因は，固有振動特性値に基づき多

自由度系を等価弾塑性一自由度系に変換する手続き(3.2 節(1))では

なく，等価弾塑性一自由度系を等価弾性一自由度系に収斂的に等価

線形化する手続き(3.2 節(3))に内在すると考えられる。 

 Fig.9 に支持架構に弱層がある場合の Ds 値の評価精度の比較を層

数と変形集中度で整理して示す。層数や変形集中度に比例して Ds値
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Fig. 8 Comparisons of Ds and μ between the proposed evaluation and NLRHA (rigid roof model, regular stiffness distribution) 
(a) Seismic force reduction factor Ds (b) Ductility ratio μ 

Fig. 9 Comparisons of Ds between the proposed evaluation and NLRHA (rigid roof model, soft middle story or soft 1st story) 
(a) Soft middle story (b) Soft 1st story 

Fig. 10 Comparisons of Participation factor βstβeq between the proposed evaluation and NLRHA (Flexible roof model) 
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の評価誤差は安全側に増大する傾向にあり，屋根部応答の励起が無

くかつ変形集中度が約 3.0 倍以下の範囲であれば，提案手法は弱層

の位置に依らず解析結果を 20%以下の精度で安全側評価する。 

4.4 屋根部応答の励起が Ds値評価に与える影響(屋根立体モデル) 

 さらに屋根立体モデルを用いて屋根部応答の励起が Ds 値の評価

精度に与える影響を分析する。なお，前節までの結果を踏まえ，本

節は支持架構の弱層は評価誤差がより大きい 1 層を分析対象とする。 

 Fig.10 に屋根逆対称一波 O1 モードに対する支持架構の周期比 RT

を横軸にとった支持架構軒高さの刺激関数値の解析結果と評価値の

比較を示す。同図のマーカーは白抜きが固有値解析結果，赤青緑抜

きが評価値，マーカーの種類が屋根スパン L を示している。また，

評価値は逆三角形分布の固有モードベクトルの軒高さ成分(1.0)に屋

根部を剛体としたときの刺激係数 βst(式(5))と屋根部応答の励起を反

映する刺激係数 βeq(式(7))を乗じて算出している。同図らに示すよう

に，評価値は，4.1 節~4.3 節の議論と同様に仮定と正解の固有ベクト

ルの乖離にともない誤差が増大するものの，屋根スパン L に依らず，

周期比 RTが 1.0 に近づき屋根部応答が励起されると支持架構軒高さ

の刺激関数値が低下する傾向を良好に捉えられていることが分かる。 

 Fig.11 に Ds値の評価精度の比較を示す。同図のマーカーは白抜き

が屋根部応答の励起が無い場合(屋根剛体モデル)，赤青緑抜きが屋

根部応答の励起が有る場合(屋根立体モデル)，マーカーの種類が屋

根スパン L を示す。Ds値の評価精度は，屋根部応答の励起に起因す

る誤差(Fig.10)により屋根部応答の励起が無い場合より当然劣化す

るものの，多層支持架構に適用拡大した本研究の提案評価法は，支

持架構の層数，弱層の有無，弱層の変形集中度合い，屋根スパン L

ならびに屋根部応答の励起の有無に関係なく，概ね全ての解析値を

前報 30)と同等の誤差(約 20%)で安全側評価することが示された。 

 

5．提案する Ds評価値を乗じた等価静的地震荷重の適用性検証 

 最後に提案手法による Ds 評価値を乗じた等価静的地震荷重およ

び同荷重を適用した静的解析結果を時刻歴応答解析結果と比較する

ことで提案手法の適用性を検証する。ただし，本研究のモデル数は

膨大であるため，本章は特徴的なモデルのみ抽出して分析する。 

5.1 屋根立体モデルの固有振動特性と弾性時の地震応答特性 

 Fig.12 にラチスドーム屋根の卓越振動モードを，Fig.13 に本章が

対象とする支持架構付きラチスドーム(屋根立体モデル)の卓越振動

モードを，Table 2 に卓越固有振動特性のまとめを示す。Fig.13 の点

線矢印は上位から数えて有効質量比和 90%以上となるモード数を示

している。ダブルレイヤーラチスドームの卓越振動モードは，逆対

称 1 波モード O1 (Fig.12(a))，逆対称 2 波モード O2 (Fig.12(b))，逆対

称 2.5 波モード O2.5 (Fig.12(c))，面内振動モード I (Fig.12(d))の 4 種

類に分類できることが知られ 27)，支持架構付き空間構造物の屋根部

の地震応答においては，これらのうち支持架構の卓越振動モード

(Fig.13 に例示する建物全体が倒れ込む 1 次モード T1，頂部で鞭振

りが生じる 2 次モード T2 など)と周期が近接する屋根モード応答が

特に励起され，例えば O1+T1 モードのように連成する。 

 Fig.14 に支持架構応答の高さ方向分布を，Fig.15 に屋根部稜線応

答加速度分布を示す。同図らは支持架構弾性時の地震応答である。

本章では，屋根部と支持架構の卓越振動モードが様々に連成する場

合を議論することを目的に，(a)支持架構により屋根部応答があまり

励起されない場合(Fig.13(a)，Fig.14(a)，Fig.15(a)，O1+T1モード卓越，

屋根部に対する支持架構の周期比 RT=1.99，F-N3-L60-C0.3-T750-

Regular)，(b)支持架構 T1 モードにより屋根部 O1 モード応答が励起

する場合(Fig.13(b)，Fig.14(b)，Fig.15(b)，RT=0.76，F-N3-L150-C0.6-

1st 2nd
a 60 0.22 0.11 0.07 Regular 3-story 750 0.3 5.92 1.99 0.44 (O1+T1) 0.15 (O1+T2)
b 150 0.41 0.22 0.12 Regular 3-story 750 0.6 1.76 0.76 0.31 (O1+T1) 0.44 (O1+T1)
c 60 0.22 0.11 0.07 1st (x1.5) 5-story 150 0.3 8.85 4.95 1.10 (O1+T1) 0.52 (O1+T2)
d 100 0.32 0.18 0.09 1st (x3.0) 7-story 750 0.6 4.70 1.59 0.50 (O1+T1) 0.20 (O2+T2)
e 150 0.41 0.22 0.12 Regular 7-story 150 0.6 2.64 2.58 1.05 (O1+T1) 0.31 (O1+T2)

O2
(s)

O2.5
(s)

R M R T

T (s)O1
(s)

Soft
story

n -story
1/θ y

(1/rad.)
C y

L
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T1 T2 T3 Higher CQC A
i

(a) Antisymmetric 1 wave mode O1 (b) Antisymmetric 2 wave mode O2

(c) Antisymmetric 2.5 wave mode O2.5 (d) In-plane mode I

(b) F-N3-L150-C0.6-T750-Regular (3-story, L=150m, C
y
=0.6, θ

y
=1/750rad.)

Higher+T2
0.08s,  1.91%0.10s,  4.74%

Higher+T2
0.32s,  40.86%

O1+T1O1+T1
0.31s,  47.70%

(a) F-N3-L60-C0.3-T750-Regular (3-story, L=60m, C
y
=0.3, θ

y
=1/750rad.)

O1+T1
0.44s,  86.36% 0.10s,  2.23%

O2+Higher
0.15s,  9.39%

O1+T2 O1+T2
0.22s,  1.91%

Effective Mass Ratio 90%

(d) F-N7-L100-C0.6-T750-Soft 1st story(×3.0) (7-story, L=100m, C
y
=0.6, θ

y
=1/750rad.)

0.11s,  1.18%
O2.5+Higher

0.31s,  6.77%
O1+T2

0.21s ,  6.90%
O2+T2O1+T1

0.50s,  83.66%

(e) F-N7-L150-C0.6-T750-Regular (7-story, L=150m, C
y
=0.6, θ

y
=1/750rad.)

Higher
0.19s,  0.04%

O1+Higher
0.31s,  1.44%0.52s,  17.51%

O1+T2O1+T1
1.10s,  80.99%

(c) F-N5-L60-C0.3-T150-Soft 1st story(×1.5) (5-story, L=60m, C
y
=0.3, θ

y
=1/150rad.)

0.18s,  2.78%
O2+Higher

0.40s,  2.83%
O1+T2

0.31s ,  8.01%
O1+T2O1+T1

1.05s,  84.11%

Fig. 13 Predominant modal characteristics of flexible roof models 

Fig. 12 Predominant modal shapes of a latticed dome roof 

Fig. 14 Modal contribution in substructure response 
(a) (b) (c) (d) 

Table 2 Predominant modal characteristics 
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T750-Regular)，(c)支持架構 T2 モードにより屋根部 O1 モード応答が

励起する場合(Fig.13(c)，Fig.14(c)，Fig.15(c)，RT=4.95，F-N5-L60-C0.3-

T150-Soft 1st story(×1.5))，(d)支持架構 T2 モードにより屋根部 O1 と

O2 モード応答が励起する場合(Fig.13(d)，Fig.14(d)，Fig.15(d)，RT=1.59，

F-N7-L100-C0.6-T750-Soft 1st story(×3.0))，(e)支持架構により屋根部

応答があまり励起されない場合(Fig.13(e)，O1+T2 モード卓越，

RT=2.58，F-N7-L150-C0.6-T750-Regular)を対象モデルとする。 

5.2 適用する等価静的地震荷重 

 ラチスシェル屋根構造設計指針 27)の部分球形ドームの等価静的地

震荷重(指針法)は，Ai 分布の支持架構軒高さの水平加速度 Aeq，屋根

部に対する支持架構 T1 モードの周期比 RT，屋根部に対する構造物

全体の質量比 RM，屋根半開角 θ(rad.)による屋根応答増幅率 FH，FV 

(RM>1.2 かつ RT<1.5 の範囲では FH’，FV’)に基づき，ドーム中央を原

点とする屋根部 O1 モードを模擬する節点加速度の座標関数 9) AH，

AV を計算し，節点質量を乗じて静的解析の節点外力とする。計算式

は式(13)~式(18)に示す。 

 2 2{1 ( 1)cos( / )}H eq HA A F x y L     (13) 

 2 2 2 2( / )sin(2 / )V eq VA A F x x y x y L    (14) 

 

1.5 (0 5 / 36, 1.2)

5 / 4 (5 / 36 5 / 4, 1.2)
1 (5 / 4 , 1.2)

T M

H T T M

T M

R R
F R R R

R R

  
   
  

　

　

　

 (15) 

 

3 (0 5 /16, 1.2)

5 / 1 (5 /16 5, 1.2)
0 (5 , 1.2)

V T M

V T V T M

T M

C R R
F R C R R

R R




  
    
  

　

　

　

 ※Cv=1.85 (16) 

 ' 2 2 21/{(1 ) (1/ ) } ( 1.5,1.2 )H H T M T MF F R R R R     　　 　  (17) 

 ' 2 2 21/{(1 ) (1/ )} ( 1.5,1.2 )V V T M T MF F R R R R     　　 　  (18) 

 また，文献 13)~14)では，屋根部応答の励起に寄与する支持架構の

振動モードごとに上記の水平加速度 Aeq (モード応答値)，周期比 RT，

屋根応答増幅率 FH，FV 等を算出し，等価静的地震荷重は各モードの

節点加速度の座標関数 AH，AV の単純和(式(19))で評価する厳密法も

提案されている。本章はこれを T1+T2 法と呼称して比較する。 

 

2

1
2

1

( , ) ( , )

( , ) ( , )

H Hii

V Vii

A x y A x y

A x y A x y




 







 (19) 

 最後に支持架構弾塑性応答時の代表加速度 Aeq には，提案手法で

評価した Ds値を弾性時の代表加速度に乗じた値を代入する。 

 Fig.16 の屋根部応答増幅率の比較を示すように，式(15)~式(18)の

評価関数は解析結果を概ね包絡する一方，Fig.14 と Fig.15 に重ねて

示すように，Ai 分布は実際の水平応答加速度を一般に過大評価する

ため，Ai 分布の代表加速度 Aeq を用いた指針法の水平方向成分 AH は

解析値を概ね安全側に包絡する傾向にある。また，Fig.15(a)(b)に重

ねて示すように，ラチスシェル屋根構造設計指針 27)が前提とする支

持架構 T1 モードによる屋根部 O1 モードの励起が卓越する場合で

は，指針法の鉛直方向成分 AV は同様に解析値を概ね安全側に包絡す

る傾向にある。また，Fig.14(c)と Fig.15(c)に重ねて示すように，支持

架構 T2 モードによる屋根部 O1 モードの励起が卓越し，さらに T1

モードの周期比 RT が 5.0 に近接する場合では，屋根応答増幅率 FV

≒0.0 と評価されるため，指針法の鉛直方向成分 AV は解析値を過小

評価し，代わりに T2 モードの励起を考慮する T1+T2 法の鉛直方向

成分 AV が解析値を安全側に包絡する。ただし，Fig.15(d)に重ねて示

すように，支持架構 T2 モードによる屋根部 O1 と O2 モードの励起

が卓越するものの T1 モードの周期比 RT も 1.5 程度の場合では，Ai

分布による Aeq の過大評価により，指針法の鉛直方向成分 AV と解析

結果の対応が改善する傾向にある。 

5.3 等価静的地震荷重と同荷重を用いた静的解析の妥当性 

 Fig.17 に支持架構弾塑性時の屋根部稜線の応答加速度分布を，

Fig.18 に各種応答値の比較を示す。Fig.17 の青三角マーカーは，

NLRHA の支持架構軒高さ水平加速度を代表加速度 Aeq にそのまま

F
V
´/θF

H
´

60m 100m 150m3-story
60m 100m 150m5-story
60m 100m 150m7-story

NLRHA Equivalent static loads(NLRHA)Equivalent static loads(A
i
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Vertical

Horizontal
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Regular RegularSoft 1st story(x1.5) Soft 1st story(x3.0)

Fig. 17 Comparison of response acceleration between NLRHAs and evaluations 
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θy=1/750rad.
p=0.01
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Cy=0.3
θy=1/750rad.
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Cy=0.3
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Fig. 16 Response amplification factor (Regular, Elastic substructure) 

Fig. 15 Modal contribution in roof acceleration response 

(a) (b) (c) (d) (e) 
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適用した指針法であり，この水平方向成分 AH は解析値と良好に対

応するが，直方向成分 AV は解析値を過小評価する。筆者らの振動台

実験 26)の Fig.11 や Fig.14 において確認されているように，これは支持架構

の弾塑性応答と屋根部応答が連成する場合では，屋根部のパルス的

な応答により一部の応答低減効果が鈍る場合がある傾向と類似する。

これに対して Ai 分布の代表加速度 Aeq に提案手法の Ds 評価を乗じ

た指針法の等価静的地震荷重(Fig.17 の赤丸マーカー)，同様の T1+T2

法の等価静的地震荷重(Fig.17 の緑四角マーカー)は，支持架構弾性

時の屋根部稜線応答を過大評価する分だけ，却って解析値との対応

は向上する結果となった。また，Fig.18 に示すように，提案評価法

の Ds 値を乗じた等価静的地震荷重を適用した場合の各種応答値は，

前報と同様に等価静的地震荷重分布に由来する評価誤差 9)~14)を有す

るものの，Ds値を乗じない支持架構弾性応答時と同等の精度である

ことが確認できた。 

 なお，Fig.17 の NLRHA をそのまま適用した場合の等価静的地震

荷重は，複雑な非線形応答を線形応答時に定めた静的荷重分布から

捉えようとする概念の精度限界を示唆しており，同様な場合では，

必ず過大評価される Ai 分布の代表加速度 Aeq を利用するなどして，

安全率を担保することが寛容と考えられる。この点について Ai 分

布に基づく指針法は厳密な T1+T2 法よりも簡便である。 

 

6．結 

 本研究の検討範囲で得られた結論を以下に示す。 

1) 筆者らが既往研究 30)にて提案した屋根部応答の励起を考慮した屋

根部材 2 次設計用の構造特性係数 Ds値評価法を多層支持架構に適

用拡大した。従来の Capacity Spectrum Method に類する手法と比較

して，提案手法は Ds値を評価するための等価一自由度系の代表高

さと復元力特性に対象構造物の軒高さとベースシア軒高さ変位関

Fig. 18 Comparison of NLRHA results and static analysis results 

Horizontal Acc. (m/s2)Horizontal Acc. (m/s2) Vertical Acc. (m/s2)Vertical Acc. (m/s2) Horizontal Disp. (mm)Horizontal Disp. (mm) Vertical Disp. (mm)Vertical Disp. (mm) Axial Force (102kN)Axial Force (102kN) Bending Moment (102kNm)Bending Moment (102kNm)

Vertical Disp. (101mm)Vertical Disp. (101mm)Horizontal Acc. (m/s2)Horizontal Acc. (m/s2) Vertical Acc. (m/s2)Vertical Acc. (m/s2) Horizontal Disp. (mm)Horizontal Disp. (mm) Axial Force (102kN)Axial Force (102kN) Bending Moment (102kNm)Bending Moment (102kNm)

Horizontal Acc. (m/s2)Horizontal Acc. (m/s2) Vertical Acc. (m/s2)Vertical Acc. (m/s2) Horizontal Disp. (mm)Horizontal Disp. (mm) Vertical Disp. (mm)Vertical Disp. (mm) Axial Force (102kN)Axial Force (102kN) Bending Moment (102kNm)Bending Moment (102kNm)

Horizontal Acc. (m/s2)Horizontal Acc. (m/s2) Vertical Acc. (m/s2)Vertical Acc. (m/s2) Horizontal Disp. (mm)Horizontal Disp. (mm) Vertical Disp. (mm)Vertical Disp. (mm) Axial Force (102kN)Axial Force (102kN) Bending Moment (102kNm)Bending Moment (102kNm)

Horizontal Acc. (m/s2)Horizontal Acc. (m/s2) Vertical Acc. (m/s2)Vertical Acc. (m/s2) Horizontal Disp. (mm)Horizontal Disp. (mm) Vertical Disp. (mm)Vertical Disp. (mm) Axial Force (102kN)Axial Force (102kN) Bending Moment (102kNm)Bending Moment (102kNm)

Elastic (Ai) Ai T1+T2

(a) F-N3-L60-C0.3-T750-P0.01-Regular (3-story, L=60m, C
y
=0.3, θ

y
=1/750rad., p=0.01)

(b) F-N3-L150-C0.6-T750-P0.01-Regular (5-story, L=150m, C
y
=0.6, θ

y
=1/750rad., p=0.01)

(e) F-N7-L150-C0.6-T150-P0.01-Regular (7-story, L=150m, C
y
=0.6, θ

y
=1/150rad., p=0.01)

(c) F-N5-L60-C0.3-T150-P0.01-Soft 1st story(×1.5) (5-story, L=60m, C
y
=0.3, θ

y
=1/150rad., p=0.01)

(d) F-N7-L100-C0.6-T750-P0.01-Soft 1st story(×3.0) (7-story, L=100m, C
y
=0.6, θ

y
=1/750rad., p=0.01)
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係をそのまま適用でき，保有水平耐力計算法で利用される情報だ

けで計算を完結できる特徴がある。 

2) 逆三角形分布を仮定の固有ベクトルに用いて評価した固有振動特

性値は軒高さ 60m 以下の範囲で適用可能であり，支持架構の剛性

分布に目立った弱層が無い場合に解析値と良好に対応する。支持

架構に弱層がある場合では，逆三角形分布と正解の固有ベクトル

に乖離が生じて固有振動特性値の評価誤差は増大する。この誤差

は変形集中度に比例し，中層より 1 層に弱層がある場合の方が増

大し，3.0 倍の変形集中度のとき刺激係数 βst は約 10%過大評価，

広義質量比 γは約 30%過小評価，固有周期 T1 は約 12%過小評価と

なる。ただし，約 1.5 倍の変形集中度であれば，これらの評価誤差

は弱層の位置に関係なく 5%以下に納まる。一方で，屋根部応答の

励起を考慮した軒高さの刺激関数値は，これらの誤差要因に関係

無く解析結果を概ね捉えた。なお，限界耐力計算の Bi 分布は高次

モードによる鞭振り現象を再現する仕様により固有ベクトルに用

いた場合の誤差は逆三角形分布より劣るため適用は推奨しない。 

3) 提案手法の Ds評価値は，層数が多い場合，弱層がある場合，変形

集中度が高い場合，屋根部応答の励起が顕著な場合に安全側に誤

差が増大するものの，これらの誤差要因の有無に関係なく正解の

解析値を概ね約 20%の誤差範囲内で評価する。 

4) 支持架構の弾塑性応答と屋根部応答が連成する場合では，屋根部

の鉛直方向成分はパルス的な応答が励起されるため，軒高さの水

平加速度を代表加速度 Aeq に適用したラチスシェル屋根構造設計

指針の等価静的地震荷重は屋根部応答加速度の鉛直方向成分を危

険側評価する。これに対して Ai 分布の代表加速度 Aeq に提案手法

の Ds評価値を乗じた同様の等価静的地震荷重は，支持架構弾性時

の屋根部稜線応答を過大評価する分だけ解析値との対応は却って

向上する結果となる。この等価静的地震荷重を適用した場合の各

種応答値は，等価静的地震荷重分布そのものに由来する誤差相当

の評価精度であるものの，Ds 値を乗じない支持架構弾性応答時と

同等の精度を有する。 

 

 なお，本研究で提案した多層支持架構による屋根部応答の励起を

考慮した Ds 値評価法の適用対象はラチスドームに限定されており，

異なる屋根形状への適用性検証は続報にて報告する。また，付録 Fig. 

A1 に Python 3 系による提案評価法のサンプルコードを示す。この

ソースコードはその他のプログラミング言語(Python in Excel，Excel 

VBA 等)および表計算ソフトへの移植の参考にもされたい。 
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def Ds_ModifiedForGridshells_Multistory(Mlist,mR,Sitay,Hs,Cy,p,O1,h0,Tc):#多層⽀持架構の Ds値を計算する関数サブルーチン 
#[⼊⼒引数] 
# Mlist :各層質量のリスト[m1,...,mi,...,mn+mR] [ton] 
# mR     :屋根部質量                           [ton] 
# Sitay :⽀持架構降伏時の軒⾼さ変形⾓           [rad.] 
# Hs     :⽀持架構の軒⾼さ                     [m] 
# Cy     :⽀持架構降伏時のベースシア係数         [無次元] 
# p     :2次剛性⽐                           [無次元] 
# O1     :屋根逆対称⼀波モードの固有周期         [s] 
# h0     :初期構造減衰                         [無次元] 
# Tc     :加速度⼀定領域と速度⼀定領域の境界周期  [s] 
#[出⼒] 
# Ds     :屋根部材 2次設計⽤の構造特性係数       [無次元] 
#[その他の変数] 
# pai   :円周率 
# g     :重⼒加速度                           [m/s2] 
# n     :層数                                [無次元] 
# T1     :⽀持架構周期                         [s] 
# Betast :屋根部を剛としたときの刺激係数βst      [無次元] 
# Gamma :広義質量⽐γ                          [無次元] 
# Betaeq :屋根部応答の励起を考慮した刺激係数βeq   [無次元] 
# C     :βeqを計算するためのパラメータ         [無次元] 
# RT     :屋根部に対する⽀持架構の周期⽐         [無次元] 
# RM     :屋根部に対する架構全体の質量⽐         [無次元] 
# SA     :5%減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値    [mm/s2] 
# SA0   :h0減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値   [mm/s2] 
# SD0   :h0減衰の疑似変位応答スペクトル値       [mm] 
# Teq   :等価弾性⼀⾃由度系の固有周期           [s] 
# heq   :等価弾性⼀⾃由度系の減衰⽐             [無次元] 
# mu     :⽀持架構軒⾼さの塑性率                [無次元] 
  import math                                          #python標準の数学モジュール mathを import 
  pai   = math.pi 
  g     = 9.81 
  #等価弾塑性⼀⾃由度系の弾性時周期(⽀持架構周期)T1の計算 
  n     = len(Mlist) 
  Betast = sum([mi*(i/n)        for i, mi in enumerate(Mlist,1)])/sum([mi*(i/n)*(i/n) for i, mi  in enumerate(Mlist,1)])    #式(5) 
  Gamma = sum([mi*(i/n)*(i/n)  for i, mi in enumerate(Mlist,1)])/sum([mi             for mi     in Mlist             ])     #式(6) 
  T1     = 2.0*pai*math.sqrt(Betast*Gamma*(Sitay*Hs)/(Cy*g))                                                             #式(4) 
  #屋根部応答の励起を反映する刺激係数βeqの計算 
  RM     = ((Betast**2.0)*Gamma*sum([mi for mi in Mlist]))/mR 
  RT     = T1/O1 
  C     = (RM*(1.0+RT*RT)‐math.sqrt(RM*RM*(1.0+RT*RT)*(1.0+RT*RT)‐4.0*RM*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)))/(2.0*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)) #式(8) 
  Betaeq = max([((1.0‐C)+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C))/(1.0+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C)),0.6])                                               #式(7) 
  #等価弾塑性⼀⾃由度系の地震荷重の計算 
  if     T1<0.16  :SA = 3200.0+30000.0*T1                #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  elif   T1<0.640 :SA = 8000.0                           #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  else           :SA = 5120.0/T1                        #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  SA0   = SA*math.sqrt((1+25.0*0.050)/(1+25.0*h0))      #対象の初期構造減衰 h0に合わせてスペクトル値を増幅する(h0=2%で約 1.0gになる) 
  SD0   = (Betaeq*Betast*SA0)/(2.0*pai/T1)/(2.0*pai/T1) #変位応答スペクトルは疑似応答スペクトルとして加速度から換算する 
  Teq   = T1                                          #初期値は T1 
  heq   = h0                                          #初期値は h0 
  #等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元の収斂計算 
  for i in range(20): 
    mu   = ((SD0/1000.0)/(Hs*Sitay))*math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                                  #式(9) 
    if     Teq< Tc             :mu = mu*(Teq/T1)*((T1+Teq)/(2.0*T1))                                                       #式(9) 
    elif   Teq>= Tc and T1<Tc :mu = mu*(Teq/T1)*(Tc/T1‐(Tc/T1‐1.0)*(Tc/T1‐1.0)/2.0/(Teq/T1‐1.0))                           #式(9) 
    elif   T1 >= Tc           :mu = mu*(Teq/T1)                                                                          #式(9) 
    if mu>1.0: 
      Teq = T1*math.sqrt(mu/(1.0+p*mu‐p))                                                                               #式(10) 
      heq = h0 + 2.0/(pai*mu*p)*math.log((1.0+p*(mu‐1.0))/(mu**p))                                                       #式(11) 
  #最終的な等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元から Ds値を評価 
  Ds     = math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                                                           #式(12) 
  if     Teq< Tc               :Ds = Ds*(T1/Teq)*((T1+Teq)/(2.0*T1))                                                       #式(12) 
  elif   Teq>= Tc and T1<Tc   :Ds = Ds*(T1/Teq)*(Tc/T1‐(Tc/T1‐1.0)*(Tc/T1‐1.0)/2.0/(Teq/T1‐1.0))                           #式(12) 
  elif   T1 >= Tc             :Ds = Ds*(T1/Teq)                                                                          #式(12) 
  return Ds 
 
if __name__ == '__main__':#パラメータを指定して Ds値を算出させるメインコード(プログラムはこの⾏から処理が開始される) 
  Mlist   = [1120,1120,1120+617.82]    #[m1,...,mi,...,mn+mR] 1層⽬から n層⽬まで順番に⼊⼒して n層は屋根質量 mRを含める。 
  mR       = 617.82                     #mRと Mlistは単位を揃える 
  Sitay   = 1.0/750.0 
  Hs       = 15.0                       #単位は m 
  Cy       = 0.30 
  p       = 0.01 
  O1       = 0.22 
  h0       = 0.02 
  Tc       = 0.64 
  Ds       = Ds_ModifiedForGridshells_Multistory(Mlist,mR,Sitay,Hs,Cy,p,O1,h0,Tc) 
  print(Ds) 

Fig. A1 Example python 3 code of the extended seismic force reduction factor Ds evaluation method  
for gridshells supported by multistory substructures 
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